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低炭素化の手前にある動機が重要
村木　日本の地域熱供給（地域冷暖

房）は、高度経済成長期に大きな問

題となっていた都市の大気汚染への

対策が初期の導入理由でした。また、

最近では、温暖化防止のための低炭

素化、大規模災害を受けての都市の

強靭化という導入理由が大きくなっ

てきています。

　熱供給事業は時代とともに導入の

意義が増してきた事業です。今日は

三井不動産の中出さんと、日本橋室

町西地域のお話を絡めながら、この

ような意義がある熱供給事業の整備

課題や将来像について議論をしてい

きたいと思います。

中出　最近、気がついたことがあり

ます。世界でも先進的に CO2 の排

出削減に取り組んでいるデンマーク

へ村木先生と視察に行った時に、デ
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ンマークは、最初から CO2 排出削

減に取り組んでいたのではなく、北

海油田の枯渇により、それまでエネ

ルギー輸出で潤っていた経済が厳し

くなっていく、エネルギーの輸入国

に転じてしまう、という事態に陥る

のを何とかしなければいけないと。

それをどう解決して、国としてサス

ティナブルに発展していけばいいか

と取り組んでいった結果が、今の

CO2 排出削減の取組みにつながっ

ている、ということです。廃棄物を

利用して電気と熱をつくったり、大

規模に風力発電の普及拡大を図った

り、数多くの先進的な温暖化対策を

進めていますが、実はそれは極めて

経済的な理由をモチベーションとし

て始めたことだったのです。CO2 排

出削減は最終的なゴールの一つです

が、実はその手前にある動機、国・

国民を動かすモチベーションは別に

あっても良いと感じました。

村木　日本橋室町西地域についても

そういうものはあったのですか。

中出　日本橋室町西地域の最初のモ

チベーションは、BCP（機能継続）

でした。東日本大震災の時にブラッ

クアウトが起きかねなかったこと。

そして東京の中心部等を除く関東エ

リアで計画停電が実施されたこと。

その体験を経て、今後、首都圏で大

地震が起きた時には、電源喪失が起

こり得るという危機感を持ちました。

それで万が一に備えて、都市ガスで

発電できる仕組みをつくろうと考え

たのです。地域熱供給の導入はある

意味その結果です。発電時の排熱を

街で活用するほうが、個別ビルで熱

源システムを置くよりも経済合理性

があり、CO2 排出削減にも繋がる
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ということで、熱電併給のシステム

としました。

都市のBCP強化で国際競争力向上
村木　日本橋室町西地域は、BCP

機能の強化を契機に地域の熱電併給

の導入に繋がったということですが、

街の強靭化、CO2 排出削減以外の

効果は何かありましたか。

中出　我々はビルをテナントにお貸

しする事業者です。地震国・日本に

おける街の BCP 機能の強化は、安

心して暮らせる街をつくることです

から、海外から企業を誘致する時の

大きな力になりました。それは単な

る BCP 対策ということを越えて、

海外から日本を重要な事業拠点の一

つとして見てもらえるという効果を

生みました。

村木　森記念財団の「世界の都市総

合力ランキング」を見ると、東京は

2016 年にパリを抜いて 3 位になり

ました。2019 年はロンドン、ニュ

ーヨーク、東京という順位です。ど

のように世界に情報発信するかで海

外からの投資額に差が生まれますの

で、東京が魅力的であることをよい

形で見せていく必要があります。そ

の観点では、エネルギーシステムの

整備によって安心して経済活動がで

きるということは非常に大きな情報

ですね。

中出　そういう意味では、我々が日

本橋室町西地域で実施しているレジ

リエントで、かつエコ・フレンドリ

ーなまちづくりの取組みを、東京や

首都圏主要都市にも展開していき、

国や東京都と一緒に世界にアピール

していくことが非常に大事だと考え

ています。そうすることで、日本は

より一層、国際的な信用、競争力を

得ていくのだと思います。

清掃工場を活用した熱電併給
中出　デンマークでは、首都コペン

ハーゲンなど都市中心部にある清掃

工場で、ごく普通に熱電併給を行な

っています。この夏に台風 15 号が

千葉県を襲って大停電を引き起こし

ましたが、もしこのエリアの清掃工

場を熱電併給施設として整備し、周

辺に日本橋室町西地域のような自立

した電力供給網を構築していれば、

復旧までの間、住民の生活はあれほ

どひどい状態にならなかったと思い

ます。

　千葉県南部の多くは都市ガスの供

給網がないエリアなので、中圧ガス

導管を使ってコージェネを整備する

ことは出来ません。そこにあるゴミ

という資源を活用して自立分散型の

エネルギーシステムを整備するのが

一番の解だと思います。

村木　そうですよね。

中出　ただ、完全に自立分散型のエ

ネルギーシステムにすると、故障等

が起きた時に電力供給が不安定にな

るので、系統電力とも繋いでおいて、

常にバックアップが可能なようにし

ておく。その形を私はハイブリッド

型自立分散エネルギーシステムと呼

んでいるのですが、これを日本橋室

町西地域でも採用しています。都市

ガスの供給網がない地方のエリアに

このエネルギー供給システムを整備

しておけば、周辺にある太陽光や風

力等の再生可能エネルギーを災害時

に活用しやすくなります。清掃工場

を核に再生可能エネルギーも使いな

がら、安心して暮らせて、エネルギ

ーコストも低減できるまちづくりが

可能になりますね。

村木　デンマークでは、清掃工場は

NIMBY（Not In My Back Yard ／

我が家の裏には御免）ではなくエネ

ルギー源であると強調していました。

日本でも、清掃工場が近くにあると

熱も電気も得られて、しかも非常時

でも安全・安心の中で生活できるよ

うになるというように、皆さんの認

識が転換できるとよいですね。

中小ビル既成市街地での整備戦略
村木　非常時にも対応できる熱電併

給エリアの整備は、東京都心部であ

れば、三井不動産や三菱地所のよう

な土地所有者がいれば進みやすいで

村木氏 中出氏
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すが、大規

模な再開発

計画がなく、

中小ビルし

かないよう

な既成市街

地では、ど

のように対

応をしてい

けばいいと

お考えにな

りますか。

中出　都市計画における再開発支援

制度は、例えば木造住宅密集地域で

あれば、大地震等で火事が起きた場

合、人命や財産に多大な損害が生じ

てしまうので、道路幅を広げ、敷地

も共同化して耐火建築物に建て替え

ていかないといけない、といった理

由によって事業化されています。同

様に、中小規模のビルが立ち並んで

いるエリアでは、大規模災害発生時

でもエネルギー的な備えがあり、安

心して暮らせるエリアとするために、

核となる街区を定めた上で公共性が

高い施設、例えば病院や役所を移転

して、熱電併給が可能なエリア防災

拠点として整備し、その周辺の既存

ビルには耐震性の強化を支援するこ

とを再開発のパターンの一つとして

都市計画で位置付けすれば、木造住

宅密集地域対策のように防災を意識

したまちづくり支援制度がつくれる

ように思います。

村木　ハイブリッド型の自立分散エ

ネルギーシステムを整備すべきエリ

アを、明確に描いていくことが必要

ですね。その網にかからないエリア

は、近隣のエネルギーシステムに組

対談

み込める仕組みもあるといいと思い

ます。エリアの区分けを明確にする

ことで、東京全体の強靭性が向上し

ていきそうです。

中出　自立分散型エネルギーシステ

ムが多数できれば、例えば広域電力

網にある太陽光の出力が下がった時

に、広域の大型発電所でカバーする

のではなく、街にあるコージェネか

ら逆潮流して、電力需給をバランス

させることもできます。バーチャル

パワープラント（VPP）、デマンド

レスポンス（DR）などのようなエ

ネルギーマネジメントへの貢献も可

能になります。

村木　そうですね。需給がひっ迫す

るからみんなで電気を使うのをやめ

るとか、暑いのに無理して空調の温

度を上げるとか、そういう我慢を強

いた中で経済生産性を上げようとす

るのは間違ったアプローチだと思い

ます。上手なエネルギーの使い方を

するためにも、地域の熱電併給が普

及拡大するといいですね。

「見える化」のために
中出　デンマークには、屋上が人工

スキー場になっている格好いい清掃

工場がありました。エネルギー利用

の「見える化」という観点では、非

常に大きな力がありますよね。

村木　ああいうのが東京の中心部に

あったら、CO2 排出削減のすごく

よいアピールになりますよね。

　ロンドンでは、電気自動車の充電

施設が道路に整備されていて、充電

をするために自動車が数多く道路に

並ぶので、その景観が環境への取組

みの強いアピールになっています。

東京の場合、そういうアピールの仕

掛けが少ないです。

中出　そうですね。我々が使う電気

が、街の中でつくられるようになれ

ば「見える化」にも繋がりますし、

発電時の排熱も使えるようになって、

エネルギー利用効率も上がります。

そういうことが結局、CO2 の排出

削減に繋がります。

村木　ロンドンの郊外にエネルギー

関連施策を説明する良い展示施設が

あります。「見える化」ということ

では、その施設の展示のように、子

どもでも大人でも理解しやすい施設

があることも必要です。

　また、地域熱供給が採用されてい

る ビ ル も、 最 近 進 め ら れ て い る
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ZEB（Zero Energy Building）もそ

うですが、一般の人にはそのような

ビルであることが分かりにくい状況

にあります。例えばアメリカの西海

岸などに行けば、多くのビルが入口

に「LEED」 や「Energy Star」 の

ラベルを貼っています。欧州であれ

ば、ビルの売買や賃借の際に、エネ

ルギー効率を説明しなければならな

いことになっています。そのような

仕組みや発信方法を、日本でもつく

っていく必要があると思います。

中出　そうですね。ちなみに ZEB

化について言えば、最低でも ZEB 

Ready（ZEB を見据えた先進建築

物で基準となる建物の 50％以上の

省エネを実現できるもの）までクリ

アした建物を順次整備して、そこに

エリアで活用可能な再生可能エネル

ギーをできる限り導入しながら効率

のいいエネルギーを送っていくこと

で、各ビルの netZEB 化（大幅な省

エネ化を実現した上で、再生可能エ

ネルギーを導入することにより、エ

ネルギー自立度を極力高め、年間の

一次エネルギー消費量の収支をゼロ

とすることを目指した建築物）を図

っていくという形が実現性が高いよ

うに思います。

効率的な複合開発の必要性
中出　日本橋室町西地域の熱電併給

事業では、地下鉄銀座線の下を推進

工法で抜いて熱導管や電力自営線を

敷設しています。この地域ではこう

することが合理的かつ現実的でした

が、例えば新たに開発するビルと地

下鉄の駅を接続させるような地下歩

行者空間を整備する工事がある時に

は、そのスペースを活用してエネル

ギー導管も整備できたらいいと思い

ます。地域貢献施設とエネルギー施

設にはそれぞれ支援助成の制度があ

りますが、制度上、工事が別々にな

ることでコストの重複が生じること

もあります。

村木　日本はそういうところが非常

に非効率ですよね。海外では行政か

ら補助金が出ているようなケースで

も、コストが少なくて済むのであれ

ば、何かと何かを一緒に工事するの

が当然です。

中出　地下歩行空間やペデストリア

ンデッキをつくる時に、一緒に熱導

管や電力自営線を整備できるように

したいですね。無駄なコストが掛か

らぬように、いかに効率よく都市イ

ンフラを整備するか、もっと関係各

所と一緒になって知恵を絞っていく

必要があります。

村木　どこかの自治体で成功例をつ

くりたいですね。そしてそれを声高

に発信していく。先行事例があると、

他の自治体も動き始めます。

中出　ぜひ、そういったパイロット

事業が生まれてほしいですね。今年

で 50 年を迎える熱供給事業は大気

汚染対策を目的に国内に広がりまし

た。そして今、私たちはまた新たな

問題に直面しています。BCP を含

む自然災害への備えがモチベーショ

ンの起点となって全国に自立分散エ

ネルギーシステムが普及して、エネ

ルギー自給率の向上や CO2 排出量

の削減が進んでいく可能性があると

思っています。

村木　そしてそれをどう発信してい

くのか。その発信の主体としても、

日本熱供給事業協会には今後、大い

に期待したいと思います。
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